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【様式第1号】

自治体名：与謝野町

会計：連結会計 （単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 45,022,168,892   固定負債 23,495,785,815

    有形固定資産 41,002,326,047     地方債等 19,841,875,102

      事業用資産 21,760,597,139     長期未払金 102,990

        土地 5,502,255,305     退職手当引当金 1,831,627,049

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 1,822,180,674

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 2,312,337,486

        建物 29,815,223,391     １年内償還予定地方債等 1,973,169,764

        建物減価償却累計額 -18,769,289,193     未払金 120,943,818

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 5,445,350,902     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -4,801,462,609     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 141,743,909

        船舶 -     預り金 76,479,995

        船舶減価償却累計額 -     その他 -

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 25,808,123,301

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 46,892,307,114

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -24,214,255,983

        航空機 -   他団体出資等分 19,428,388

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 4,568,519,343

      インフラ資産 17,213,995,345

        土地 231,552,327

        土地減損損失累計額 -

        建物 379,669,617

        建物減価償却累計額 -119,456,009

        建物減損損失累計額 -

        工作物 44,620,447,337

        工作物減価償却累計額 -27,924,327,927

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 26,110,000

      物品 6,086,021,812

      物品減価償却累計額 -4,058,288,249

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 11,432,838

      ソフトウェア 11,210,795

      その他 222,043

    投資その他の資産 4,008,410,007

      投資及び出資金 101,693,144

        有価証券 2,975,186

        出資金 98,717,958

        その他 -

      長期延滞債権 101,905,275

      長期貸付金 129,792,487

      基金 3,677,304,905

        減債基金 491,186,233

        その他 3,186,118,672

      その他 7,221,127

      徴収不能引当金 -9,506,931

  流動資産 3,483,433,928

    現金預金 1,401,496,785

    未収金 141,887,014

    短期貸付金 -

    基金 1,870,138,222

      財政調整基金 1,870,138,222

      減債基金 -

    棚卸資産 67,235,738

    その他 3,890,472

    徴収不能引当金 -1,214,303

  繰延資産 - 純資産合計 22,697,479,519

資産合計 48,505,602,820 負債及び純資産合計 48,505,602,820

連結貸借対照表
（令和2年3月31日現在）
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【様式第2号】

自治体名：与謝野町

会計：連結会計 （単位：円）

連結行政コスト計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

  経常費用 20,468,478,804

    業務費用 8,234,441,627

      人件費 2,512,247,430

        職員給与費 2,137,760,484

        賞与等引当金繰入額 141,743,909

        退職手当引当金繰入額 39,354,171

        その他 193,388,866

      物件費等 5,384,417,616

        物件費 2,867,875,812

        維持補修費 289,752,667

        減価償却費 2,210,696,541

        その他 16,092,596

      その他の業務費用 337,776,581

        支払利息 204,528,566

        徴収不能引当金繰入額 3,874,594

        その他 129,373,421

    移転費用 12,234,037,177

      補助金等 9,909,008,865

      社会保障給付 1,339,919,102

      その他 34,725,873

  経常収益 1,831,132,505

    使用料及び手数料 774,975,515

    その他 1,056,156,990

純経常行政コスト 18,637,346,299

  臨時損失 151,189,103

    災害復旧事業費 149,865,644

    資産除売却損 737,076

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 586,383

  臨時利益 978,230

    資産売却益 338,230

    その他 640,000

純行政コスト 18,787,557,172
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【様式第3号】

自治体名：与謝野町

会計：連結会計 （単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 21,814,279,006 44,883,355,723 -23,093,928,003 24,851,286

  純行政コスト（△） -18,787,557,172 -18,787,557,172 -

  財源 19,836,357,363 19,836,357,363 -

    税収等 11,551,932,741 11,551,932,741 -

    国県等補助金 8,284,424,622 8,284,424,622 -

  本年度差額 1,048,800,191 1,048,800,191 -

  固定資産等の変動（内部変動） 2,175,105,826 -2,175,105,826

    有形固定資産等の増加 4,432,256,460 -4,432,256,460

    有形固定資産等の減少 -2,232,552,311 2,232,552,311

    貸付金・基金等の増加 64,789,619 -64,789,619

    貸付金・基金等の減少 -89,387,942 89,387,942

  資産評価差額 -194,110 -194,110

  無償所管換等 -169,782,702 -169,782,702

  他団体出資等分の増加 -2 2

  他団体出資等分の減少 5,422,900 -5,422,900

  比例連結割合変更に伴う差額 2,666,734 3,822,377 -1,155,643 -

  その他 1,710,400 - 1,710,400

  本年度純資産変動額 883,200,513 2,008,951,391 -1,120,327,980 -5,422,898

本年度末純資産残高 22,697,479,519 46,892,307,114 -24,214,255,983 19,428,388

連結純資産変動計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日
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【様式第4号】

自治体名：与謝野町

会計：連結会計 （単位：円）

連結資金収支計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 18,332,352,769

    業務費用支出 6,098,438,099

      人件費支出 2,505,546,956

      物件費等支出 3,281,471,316

      支払利息支出 204,528,566

      その他の支出 106,891,261

    移転費用支出 12,233,914,670

      補助金等支出 9,908,896,422

      社会保障給付支出 1,339,909,038

      その他の支出 34,725,873

  業務収入 19,758,653,097

    税収等収入 11,397,494,898

    国県等補助金収入 6,476,761,083

    使用料及び手数料収入 785,570,067

    その他の収入 1,098,827,049

  臨時支出 150,152,027

    災害復旧事業費支出 149,865,644

    その他の支出 286,383

  臨時収入 101,294,395

業務活動収支 1,377,442,696

【投資活動収支】

  投資活動支出 4,496,022,201

    公共施設等整備費支出 4,431,301,289

    基金積立金支出 54,381,612

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 5,470,000

    その他の支出 4,869,300

  投資活動収入 1,893,833,641

    国県等補助金収入 1,795,937,545

    基金取崩収入 65,765,988

    貸付金元金回収収入 20,976,662

    資産売却収入 8,677,048

    その他の収入 2,476,398

投資活動収支 -2,602,188,560

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,931,572,816

    地方債等償還支出 1,931,255,870

    その他の支出 316,946

  財務活動収入 3,083,796,436

    地方債等発行収入 3,083,796,436

    その他の収入 -

財務活動収支 1,152,223,620

本年度資金収支額 -72,522,244

前年度末資金残高 1,425,451,649

比例連結割合変更に伴う差額 -1,535,286

本年度末資金残高 1,351,394,119

前年度末歳計外現金残高 30,098,970

本年度歳計外現金増減額 20,003,696

本年度末歳計外現金残高 50,102,666

本年度末現金預金残高 1,401,496,785
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連結会計 注記事項

1. 重要な会計方針

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法（一般会計等に関して）

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明な

ものは原則として再調達原価としております。

ただし、有形固定資産のうち、法定外公共物などの取得価額不明なものなどは備忘価

額 1円としております。詳細については固定資産台帳における資産評価要領を参照とし

ます。

また開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしておりま

す。

②有価証券等の評価基準及び評価方法（一般会計等に関して）

出資金のうち、市場価格がないもの出資金額をもって貸借対照表価額としております。

ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値

が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。

なお、出資金の価値の低下割合が 30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に

該当するものとしております。

③有形固定資産等の減価償却の方法（一般会計等に関して）

・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産）

定額法を採用しております。

・無形固定資産

定額法を採用しております。

④引当金の計上基準及び算定方法（一般会計等に関して）

・徴収不能引当金

過去 5年間の平均不納欠損率により計上しております。

・賞与等引当金

翌年度 6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給

対象期間の割合を乗じた額を計上しております。

・退職手当引当金

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っ

ております。
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・投資損失引当金

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、

実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。

⑤リース取引の処理方法（一般会計等に関して）

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理

を行っております（少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通

常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております）。

⑥資金収支計算書における資金の範囲（一般会計等に関して）

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の

範囲としております。

このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の

受払いも含んでおります。

⑦その他財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

貸借対照表の土地及び基金(その他)において重複して計上していた他、既に売却済み

の土地が計上されていることが判明しましたので、下記のとおり減額調整を行っており

ます。

・貸借対照表(資産の部)

土地(事業用資産) －160,725,699 円

土地(インフラ資産) －11 円

・純資産変動計算書(固定資産等形成分)

無償所管替等 －160,725,710 円

⑧その他財務書類作成のための基本となる重要な事項（一般会計等に関して）

消費税等の会計処理

税込方式によっております。

2. 偶発債務

① 保証債務及び損失補償債務負担の状況

債務負担行為限度額 29,046 千円

令和元年度支出額 3,658 千円

令和 2年度以降支出予定額 17,508 千円
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② 係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの

なし

3. 追加情報

①対象範囲（対象とする会計）

一般会計、宅地造成事業特別会計、土地取得特別会計、国民健康保険特別会計、

介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、水道事業会計

与謝野町宮津市中学校組合、宮津与謝消防組合、後期高齢者医療広域連合、

京都府市町村議会議員公務災害補償等組合、京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合、

京都府自治会館管理組合、京都地方税機構、宮津与謝環境組合、加悦総合振興有限会社、

タンゴフロンティア株式会社、株式会社加悦ファーマーズライス

②法非適用の公営事業会計について

地方公営企業法の財務規程等が非適用の地方公営事業会計のうち、下記の会計につい

ては、適用に向けた作業に着手し、かつ集中取組期間内に法適用を予定しておりますの

で、当該集中取組期間を移行期間とし、連結の対象としておりません。

・下水道特別会計 ・農業集落排水特別会計

したがって、一般会計等における他会計への繰出金が内部相殺されない場合があります。

下水道特別会計 923,559,994 円

農業集落排水特別会計 26,823,343 円

③財産区について

財産区については、市町村等に財産を帰属させない経緯から設けた制度であるため、

連結の対象としておりません。

④出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及び

出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数とし

ている旨

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月 31 日）ですが、出納整理期間中の現金の

受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。（地方自治法

235 条の 5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の 5月 31日をもって閉鎖する。」）

⑤表示単位未満の金額は四捨五入することとしている。
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